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３６協定届の記載例
（様式第９号（第16条第１項関係））

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して
ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま
しいです。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的に
定めてください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ
さい。

１年間の上限時間
を計算する際の起
算日を記載してく
ださい。その１年
間においては協定
の有効期間にかか
わらず、起算日は
同一の日である必
要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて
ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は360時間以
内、②は320時間以内です。

時間外労働と法定
休日労働を合計し
た時間数は、月
100時間未満、２
～６か月平均80
時間以内でなけれ
ばいけません。こ
れを労使で確認の
上、必ずチェック
を入れてください。
チェックボックス
にチェックがない
場合には、有効な
協定届とはなりま
せん。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場 ○○○ ○○○○
○○市○○町１－２－３ ○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更
検査

経理

製品不具合への対応
機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人
１０人

５人
５人

３時間

２時間
２時間

３時間
３時間

３０時間

１５時間
１５時間

２０時間
２０時間

２５０時間

１５０時間
１５０時間

２００時間
２００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、
労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。
なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労
働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。

検査課主任
山田花子

工場長
田中太郎

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

受注の集中 設計
臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人
２０人

１か月に１日
１か月に１日

８：３０～１７：３０
８：３０～１７：３０

○ ○

土日祝日
土日祝日

協定書を兼ねる場合には、労働者代表
の署名又は記名・押印などが必要です。

３７０時間

２７０時間
２７０時間

３２０時間
３２０時間

４０時間

２５時間
２５時間

３０時間
３０時間

３．５時間

２．５時間
２．５時間

３．５時間
３．５時間

７．５時間

７．５時間
７．５時間

７．５時間
７．５時間

表面

３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出てください。 ◆３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。 ◆（任意）の欄は、記載しなくても構いません。
その場合には、記名押印又は署名など労使双方の合意があることが明らかとなるような方法により締結することが必要です。必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

協定書を兼ねる場合には、使用者の
署名又は記名・押印などが必要です。

労働者の過半数
で組織する労働
組合が無い場合
には、３６協定
の締結をする者
を選ぶことを明
確にした上で、
投票・挙手等の
方法で労働者の
過半数代表者を
選出し、選出方
法を記載してく
ださい。
使用者による指
名や、使用者の
意向に基づく選
出は認められま
せん。
チェックボック
スにチェックが
ない場合には、
形式上の要件に
適合している協
定届とはなりま
せん。
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年次有給休暇の取得義務化（2019年４月施行）

労働基準法では、労働者の心身のリフレッシュを図ることを目的として、一定の要件を満たす労働者に対し、毎
年一定日数の年次有給休暇を与えることを規定しています。（※）

（※）年次有給休暇（労働基準法第39条）

雇入れの日から起算して６か月継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者（管理監督者を含む）には、

年10日の有給休暇が付与されます。継続勤務６年６か月で年20日が限度となります。

パートタイム労働者など所定労働日数が少ない労働者については、所定労働日数に応じた日数の有給休暇が比例

付与されます。

●年次有給休暇は、原則として、労働者が請求する時季に与えることとされていますが、職場への配慮やためらい等の

理由から取得率が低調な現状にあり、年次有給休暇の取得促進が課題となっています。

●このため、今般、労働基準法が改正され、2019年４月から、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与

される労働者に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが必

要となりました。

●ただし、2019年４月より前に付与していた年次有給休暇については、年５日取得させる義務の対象とはなりません。

2019年４月１日以後、最初に年10日以上の年次有給休暇を付与した日（基準日）から、年５日確実に取得させる義務の

対象となります。
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■時季指定義務のポイント

労働者の申出による取得（原則） 使用者の時季指定による取得（新設）

労働者が使用者に取

得時季を申出

使用者が労働者に

取得時季の意見を聴取

労働者の意見を尊重し使用者

が取得時季を指定

労働者

「○月×日に

休みます」 使用者 労働者
「○月×日に

休んでください」

使用者

１０日付与（基準日）

【（例）4/1入社の場合】

4/1 

入社

10/1 4/1 9/30 

１０/１~翌９/30までの１年間に５日取得時季

を指定しなければならない。

◆対象者は、年次有給休暇が10日以上付与される労働者（管理監督者を含む）に限ります。

◆労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日 （基準日）から１年以内に５日について、使用者が取得時季を指定して与え

る必要があります。

（※）使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重するよう努めなければなりません。

◆年次有給休暇を５日以上取得済みの労働者に対しては、使用者による時季指定は不要です。

（※）労働者が自ら申し出て取得した日数や、労使協定で取得時季を定めて与えた日数（計画的付与）については、５日から控除することができます。

（例） 労働者が自ら５日取得した場合 ⇒   使用者の時季指定は、不要

労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒                   〃

労働者が自ら３日取得した場合 ⇒   使用者は、２日を時季指定

計画的付与で２日取得した場合 ⇒         〃 ３日 〃

（※）半日単位の年休は5日から控除することができますが、時間単位の年休は５日から控除することができません。
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■年次有給休暇管理簿

使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければな

りません。

時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年休を与えた期間中及び当該期間の満了

後３年間保存しなければなりません。

（年次有給休暇管理簿は労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます。 また、必要なときにいつでも出力できる仕組みと

した上で、システム上で管理することも差し支えありません。）

（例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。

基準日（労働基準法第
39条第７項関係） 2019/4/1 基準日

（補足）基準日が２つ存在する場合（※P14②参照）には、基

準日を２つ記載する必要があります。

基準日から１年以内の
期間における年次有給
休暇の取得日数

年次有給休暇
取得日数

18日 日数

（補足）基準日から１年以内の期間における年休取得日数

（基準日が２つ存在する場合（※P14参照）には１つ目

の基準日から２つ目の基準日の１年後までの期間に

おける年休取得日数）を記載する必要があります。

年次有給休暇を取得し
た日付

2019/    2019/ 

4/4（木） 5/7（火）

2019/   2019/ 

9/2（月） 10/9（水）

2019/    2019/ 

6/3（月） 7/1（月）

2019/   2019/ 

11/5（火） 12/6（金）

2019/     2019/ 2019/   2019/ 

8/1（木） 8/13（火） 8/14（水） 8/15（木）

2020/     2020/    2020/    2020/ 

1/14（火） 2/10（月） 3/19（木） 3/20（金）

2019/    2019/ 

8/16（金） 8/19（月）

時季（年次有給休暇を取得した日付）
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